
平成26 年度下呂市  予算は339.5億円
　

合
併
10
周
年
を
迎
え
、
下
呂
市

を
取
り
巻
く
環
境
は
10
年
間
で
約

１
割
の
人
口
が
減
少
し
少
子
高
齢

化
が
進
む
な
ど
、
経
済
的
・
財
政

的
・
社
会
的
に
も
厳
し
い
も
の
と

な
っ
て
お
り
ま
す
。
目
先
の
課
題

も
大
事
で
す
が
、
５
年
先
、
10
年

先
の
下
呂
市
の
姿
を
描
き
な
が
ら

真
の
行
財
政
改
革
を
進
め
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

　

平
成
26
年
度
か
ら
平
成
30
年
度

ま
で
の
５
年
間
で
本
庁
舎
の
一
本

化
、
組
織
の
見
直
し
、
公
共
施
設

の
見
直
し
を
「
ま
ち
づ
く
り
」
の

根
幹
を
な
す
べ
き
「
住
民
の
参
画

と
協
働
」
の
推
進
と
あ
わ
せ
て
、

強
力
に
か
つ
確
実
に
進
め
て
ま
い

り
ま
す
。

　

防
災
に
つ
い
て
は
「
災
害
に
強

い
ま
ち
づ
く
り
」
を
基
本
理
念
に

「
自
分
た
ち
の
地
域
は
自
分
た
ち
で

守
る
」
と
い
う
考
え
方
に
基
づ
き
、

防
災
資
機
材
整
備
事
業
、
防
災
士

育
成
事
業
を
実
施
し
な
が
ら
自
主

防
災
組
織
の
強
化
を
図
り
ま
す
。

　

市
立
金
山
病
院
が
新
築
移
転
か

ら
２
年
目
を
迎
え
ま
す
。
引
き
続

き
厳
し
い
経
営
状
況
で
は
あ
り
ま

す
が
「
市
立
金
山
病
院
改
革
プ
ラ

ン
」
を
指
針
と
し
て
安
心
と
信
頼

と
心
が
通
う
医
療
提
供
に
努
め
ま

す
。
本
年
５
月
に
県
立
下
呂
温
泉

病
院
が
移
転
開
院
し
ま
す
。
将
来

に
わ
た
っ
て
２
つ
の
病
院
が
成
り

立
っ
て
い
く
こ
と
が
下
呂
市
の
医

療
に
必
要
で
す
。

　

喫
緊
の
課
題
で
あ
り

ま
す
、「
ク
リ
ー
ン
セ
ン

タ
ー
」
に
つ
い
て
は
、
現

施
設
で
の
更
新
を
地
元
の

苦
渋
の
選
択
に
よ
り
同
意

を
い
た
だ
き
ま
し
た
の
で
、

事
業
着
工
に
向
け
生
活
環

境
影
響
調
査
を
実
施
し
て

い
き
ま
す
。

　

少
子
化
対
策
・
子
育
て
支
援
は

下
呂
市
に
と
っ
て
大
切
な
施
策
と

考
え
て
お
り
、
財
政
が
厳
し
さ
を
増

す
中
で
は
あ
り
ま
す
が
、
引
き
続
き

制
度
を
維
持
し
て
ま
い
り
ま
す
。

◆
元
気
な
ま
ち
づ
く
り

　

道
路
整
備
で
は
、
濃
飛
横
断

自
動
車
道
、
国
道
41
号
、
国
道

２
５
７
号
な
ど
を
は
じ
め
と
す
る

道
路
整
備
に
つ
い
て
、
国
・
県
に

強
く
要
望
し
て
ま
い
り
ま
す
。
特

に
２
０
２
７
年
開
業
の
リ
ニ
ア
中

央
新
幹
線
岐
阜
県
駅
へ
の
ア
ク
セ

ス
道
と
し
て
、
濃
飛
横
断
自
動
車

道
下
呂
中
津
川
間
の
整
備
促
進
に

つ
い
て
は
関
係
自
治
体
と
連
携
し

な
が
ら
要
望
し
て
ま
い
り
ま
す
。

　

観
光
振
興
と
し
て
は
、
下
呂
市

の
固
有
す
る
自
然
・
文
化
・
歴
史

な
ど
に
市
民
一
人
ひ
と
り
が
理
解

を
深
め
観
光
の
意
義
を
一
層
高
め
、

地
域
住
民
が
誇
り
と
愛
着
を
持
つ

こ
と
の
で
き
る
活
力
に
満
ち
た
「
住

ん
で
よ
し
・
訪
れ
て
よ
し
」
の
地
域

づ
く
り
を
図
っ
て
ま
い
り
ま
す
。

　

教
育
関
連
と
し
ま
し
て
、
学
校

施
設
の
整
備
に
つ
い
て
は
、
平
成

25
年
度
ま
で
に
す
べ
て
の
学
校
耐

震
化
を
実
現
し
ま
し
た
。
平
成
26

年
度
か
ら
は
残
さ
れ
た
安
全
上
の

課
題
で
あ
る
非
構
造
部
分
の
耐
震

化
に
向
け
、
各
学
校
の
調
査
を
行

い
ま
す
。

◆
信
頼
さ
れ
る
市
政
運
営

　

行
政
と
住
民
が
相
互
に
連
携
し

た
地
域
づ
く
り
を
行
い
、
若
い
方

の
や
る
気
を
伸
ば
し
バ
ッ
ク
ア
ッ

プ
し
て
い
く
た
め
に
、
平
成
26
年

度
か
ら
振
興
事
務
所
に
地
域
づ
く

り
に
特
化
し
た
職
員
と
し
て
「
地

域
力
向
上
支
援
員
」
を
１
名
か
ら

２
名
配
置
し
、
さ
ら
に
地
域
づ
く

り
の
機
運
を
高
め
て
ま
い
り
ま
す
。

　

地
域
力
の
維
持
・
強
化
、
地
域

資
源
の
活
用
や
住
民
と
の
協
働
と

い
っ
た
「
地
域
協
力
活
動
」
を
通

じ
て
、
地
域
の
活
性
化
を
図
っ
て

い
く
た
め
、平
成
26
年
度
か
ら
「
地

域
お
こ
し
協
力
隊
」
事
業
を
開
始

い
た
し
ま
す
。

　
　
　
　
地
域
力
を
生
か
し
た

　
　
　
　
　
元
気
な
下
呂
市
の
実
現
に
向
け
て

平成 26年度下呂市予算
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◆
安
心
安
全
な
ま
ち
づ
く
り

市
長
施
政
方
針



会計別予算額と前年度比較（金額は千円以下を四捨五入。合計は合致しない場合があります）

会　計　名 ２6 年度当初 ２5 年度当初 増減率

一 般 会 計 194億4,000万円 201億7,000万円 △ 3.6 %

特
　
別
　
会
　
計

国民健康保険事業（事業勘定） 42億8,846万円 44億2,504万円 △ 3.1 %
後期高齢者医療 4億6,126万円 4億5,184万円 2.1 %
介護保険（介護サービス事業勘定） 2億897万円 2億1,150万円 △ 1.2 %
介護保険（保険事業勘定） 34億1,528万円 32億1,424万円 6.3 %
簡易水道事業 7億4,130万円 7億9,130万円 △ 6.3 %
下水道事業 23億1,520万円 24億9,310万円 △ 7.1 %
国民健康保険事業（診療施設勘定） 2億7,279万円 2億6,734万円 2.0 %
下呂財産区 340万円 330万円 3.0 %

小　　計 117億666万円 118億5,766万円 △ 1.3 %
公
営
企
業
会
計

水道事業 6億6,592万円 4億657万円 63.8 %
下呂温泉合掌村事業 5億3,558万円 3億5,675万円 50.1 %
金山病院事業 16億503万円 14億9,034万円 7.7 %

小　　計 28億652万円 22億5,365万円 24.5 %

合　　計 339億5,318万円 342億8,131万円 △ 1.0 %

市
の
将
来
を
見
据
え
た

　
ソ
フ
ト
面
重
視
の

　
　
　「
堅
実
」な
予
算

平成26 年度下呂市  予算は339.5億円
平成 26年度下呂市予算
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◆
歳
入

　

市
税
は
、
45
億
８
０
１
３
万
円
と
前
年
度

当
初
比
0.1
％
の
減
少
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

法
人
市
民
税
は
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
効
果
に
よ

り
自
動
車
関
連
産
業
な
ど
に
業
績
好
転
の
兆

し
が
み
ら
れ
、
前
年
度
当
初
比
8.5
％
の
増
加

で
見
込
み
ま
し
た
。
一
方
で
、
個
人
市
民
税

に
お
い
て
、
納
税
義
務
者
及
び
労
働
人
口
の

減
少
に
よ
り
、
前
年
度
当
初
比
で
2.0
％
の
減

少
、
固
定
資
産
税
は
、
家
屋
の
新
築
で
一
部

持
ち
直
し
が
見
ら
れ
る
も
の
の
、
土
地
価
格

の
下
落
や
、
償
却
資
産
の
減
価
な
ど
に
よ
り

若
干
の
減
少
を
見
込
ん
だ
た
め
、
市
税
全
体

と
し
て
は
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　

地
方
交
付
税
は
、
国
の
予
算
総
額
が
減
額

し
て
い
る
こ
と
や
、
平
成
26
年
度
か
ら
普
通

交
付
税
の
段
階
的
縮
減
が
始
ま
る
こ
と
か
ら

前
年
度
当
初
比
１
億
円
の
減
額
、
特
別
交
付

税
を
合
わ
せ
た
地
方
交
付
税
総
額
は
前
年
度

当
初
比
１
億
２
千
万
円
（
1.4
％
）
の
減
少
を

見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

国
庫
支
出
金
は
、
消
費
税
の
増
税
に
伴
う

臨
時
福
祉
給
付
金
及
び
子
育
て
世
帯
臨
時
特

例
給
付
金
の
新
設
や
、
防
災
・
安
全
交
付
金

の
増
額
な
ど
前
年
度
当
初
比
2.6
％
の
増
加
、

県
支
出
金
は
、
介
護
基
盤
等
緊
急
整
備
事
業

や
、
国
政
選
挙
が
無
い
こ
と
か
ら
交
付
金
な

ど
が
減
額
と
な
り
前
年
度
当
初
比
0.5
％
減
少

し
て
い
ま
す
。

◆
歳
出

　

扶
助
費
は
、
福
祉
医
療
費
助
成
事
業
、
自

立
支
援
給
付
費
の
増
額
に
よ
り
前
年
度
当
初

比
2.3
％
増
加
し
て
い
ま
す
。
一
方
で
、
人
件

費
は
、職
員
給
与
の
減
額
支
給
（
平
均
4.0
％
）

な
ど
に
よ
り
前
年
度
当
初
比
3.9
％
減
少
、
市

債
の
償
還
金
で
あ
る
公
債
費
は
、
将
来
世
代

へ
の
負
担
等
を
考
慮
し
、
積
極
的
な
繰
上
償

還
と
、
で
き
る
限
り
の
発
行
抑
制
に
よ
り
前

年
度
当
初
比
5.8
％
の
減
少
見
込
み
と
な
り
ま

し
た
。
そ
の
結
果
、
義
務
的
経
費
は
、
前
年

度
当
初
比
２
億
９
千
万
円
（
3.3
％
）
の
減
少

見
込
み
と
し
て
い
ま
す
。

　

投
資
的
経
費
（
普
通
建
設
事
業
費
）
は
、

竹
原
地
区
保
育
園
統
合
整
備
事
業
や
小
中
学

校
施
設
の
耐
震
化
整
備
が
平
成
25
年
度
ま
で

に
完
了
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
６
億
３
千
万

円（
31
・
４
％
）の
減
少
見
込
と
し
て
い
ま
す
。

　

物
件
費
で
は
、
業
務
用
の
行
政
シ
ス
テ
ム

機
器
等
の
更
新
、
は
し
ご
付
消
防
自
動
車
の

保
守
点
検
費
用
、
下
呂
市
公
式
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
の
更
新
な
ど
に
よ
り
前
年
度
当
初
比
6.9
％

の
増
加
と
し
て
い
ま
す
。
維
持
補
修
費
は
、

ご
み
処
理
施
設
維
持
補
修
費
の
減
少
な
ど
に

よ
り
、
前
年
度
当
初
比
10
・
８
％
の
減
少
と

し
て
い
ま
す
。
補
助
費
等
は
、
臨
時
福
祉
給

付
金
及
び
子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給
付
金
の

新
設
、
予
防
接
種
事
業
な
ど
に
よ
り
8.6
％
の

増
加
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

平
成
26
年
度
予
算
が
決
ま
り
ま
し
た
。
一
般
会
計
は
１
９
４
億
４
千
万
円

（
前
年
度
当
初
比
△
７
億
３
千
万
円
、
△
3.6
％
）
で
、
特
別
会
計
・
公
営
企
業

会
計
を
合
わ
せ
た
予
算
総
額
は
、
３
３
９
億
５
３
１
８
万
円
（
前
年
度
当
初

比
△
３
億
３
千
万
円
、
△
1.0
％
）
で
、
一
般
会
計
、
総
額
と
も
に
合
併
以
来

最
少
の
予
算
規
模
と
な
り
ま
し
た
。


